
市区町村における廃棄物処理の現状
水銀含有廃棄物の処理に関連して

平成２６年７月９日

公益社団法人全国都市清掃会議
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全国の自治体（市区町村：正会員）と企業（賛助会員）等が、
市区町村の廃棄物行政の問題解決のために組織する公益社
団法人

昭和22年設立（昭和51年社団法人、平成24年公益社団法人
へ移行）

・ 参加自治体数 ８77（加入率５0％）
市・特別区 ５５7（加入率６９％）
町村 ３２0（加入率３4％）<平成26年4月現在>

＊参加自治体の人口1億609万人（全人口の８３％）
・ 賛助会員（59社） 特別会員（5団体、10法人、個人58人）
・ 会長 横浜市資源循環局長 名誉会長 横浜市長

・ 組織=全国７地区協議会、賛助会員協議会

１．全国都市清掃会議の概要
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・沿革

昭和２２年（１９４７） 都市清掃協会として発足

昭和５１年（１９７６） 社団法人全国都市清掃会議として改組

平成２４年（２０１２） 公益社団法人として内閣府より認可

・活動内容

①国等へ提言・要望活動②技術指導相談③研究事例発表会

④実務者研修・設計要領等の研修事業⑤各種調査研究事業

⑥広報啓発活動⑦適正処理困難物対策事業⑧乾電池等水銀

広域回収処理事業⑨プラント保険事業等の公益事業

（当会議が行うすべての事業が公益事業）

・国際廃棄物協議会（ＩＳＷA）のナショナルメンバーとして国際
交流活動
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２．自治体における廃棄物処理の現状（１）

地方財政の逼迫

・税収の減少や義務的経費の増大等

廃棄物処理事業の効率的な管理運営

・事業の全般的な見直しなど効率的な管理運営の進展等

① ごみ総排出量及び１人１日当たりごみ排出量
ともに、平成１２年度をピークに年々減少

年度 ごみ排出量 １人１日当り

平成１２年度 ５．４８０万トン １．１８５ｇ

平成２４年度 ４．５２２万トン ９６３ｇ

④ ごみ処理事業経費（平成２４年度）
・ごみ処理事業費総額＝１７．８８４億円/年
・・・平成１３年度をピークに年々低減傾向

・ １人当たりのごみ処理経費＝１４．１００円/年
・・・低減から横ばい傾向

② ごみ収集の状況は
直営から委託へ年々シフトしている

年度 直営 委託 許可業者

平成１２年度 ３７％ ３７％ ２６％

平成２４年度 ２５％ ４８％ ２７％

③ ごみ焼却施設の状況＝施設数は年々減
少しているが処理能力（１８５千ｔ）は横ばい
発電設備を有する施設（３１７=２７%）
総発電能力は増加

年度 施設数

平成１２年度 １．７１５

平成２４年度 １．１８８
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3．自治体における廃棄物処理の現状（２）

３Ｒの一層の推進[安全で衛生的な処理＝全量焼却と埋立処分から資源循環へ]
・2Ｒの推進・ 「ごみ処理の有料化」の導入等

[分別収集の状況]全自治体数の60%
(1034自治体)が分別品目11~20品目。

最終処分場の逼迫

・最終処分量(465万トン）は減少
しつつも依然最終処分場は

逼迫している

⑤ リサイクル率はここ数年は横ばい

年度 リサイクル率

平成１２年度 １４．３％

平成２４年度 ２０．４％

⑥平成２３年度ごみ処理手数料
・・・粗大ごみ除く生活ごみ

有料

無料

６２．２％

３７．５％

⑦ 最終処分場（一般廃棄物）の状況
残余容量は低減傾向にあるが、処分量の減少によ
り残余年数は増加傾向、ここ数年は横ばい

年度 残余容量 残余年数

平成１２年度 １６５百万㎥ １２．８年

平成２４年度 １１２百万㎥ １９．７年
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ごみの総処理量
[単位万トン]

年度 ごみ総処理量 直接焼却
資源化等の中間処理

直接資源化 直接最終処分

平成１５年度 5,154 4,024  
(78.1%)

717
（１３.9％）

227
(4.4%)

186
(3.6%)

平成２４年度 4,262 3,399
(79.8%).

594
(13.9%)

212
(5.0%)

57
(1.3%)

差引 - 892
- 17.3%

- 625
- 15.5%

- 123
-17.2%

- 15
-6.6%

-129
-69.4%
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Ｈ24年度一般廃棄物の処理フロー
（環境省一般廃棄物の排出及び処理状況等）
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ごみ総処理量の推移

（環境省一般廃棄物の排出及び処理状況等）
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５．乾電池、蛍光管、血圧計、体温計等の水銀含有廃棄物の回収・リサイクル

①分別排出・収集

全国の市区町村の廃棄物処理においては、資源物等の分別排出・収集が進み、

電池や蛍光管等は、約７割の自治体では不燃物・危険物等として、他のものと区別
して分別排出・収集されている。1)

②リサイクル

多くの自治体では乾電池や蛍光管等の広域処理(全都清ルート）及び市区町村の
入札等による民間事業者処理(独自ルート）によるリサイクルルートによって水銀の
回収など適正に処理されている。

③埋立

リサイクルによらない場合は、自治体の最終処分場や民間の最終処分場に埋め

立て処分されている。最終処分場においては、排水管理施設を設置し、排水管理基
準に基づき排水管理を行い、水銀を測定し、最終処分場外への流出をしないように
適正に管理している。

出典1）株式会社エックス都市研究所：環境省委託業務 平成25年度水銀廃棄物の処理実態調査委託業務報告書,平
成26年3月

9



④各ルートの処理量

野村興産の取り扱い実績(Ｈ25年度分野村興産提供資料）
水銀回収量は、処理量からの按分である。

団体数は、事務組合があるため市町村の数ではない。

乾電池 処理量（t） 水銀回収量（kg） 団体数

一廃全都清ルート 4,582 46 203

一廃独自ルート 6,768 68 371

一廃計 11,350 114 574

蛍光灯 処理量（t） 水銀回収量（kg） 団体数

一廃全都清ルート 2,031 78 166

一廃独自ルート 2,690 102 336

一廃計 4,721 180 502
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①分別収集

多くの自治体で、電池や蛍光管等については、分別排出、分別収集が行わ
れているが、水銀使用の血圧計・体温計等については、分別区分が明確でな
い自治体もある。

水銀添加廃製品は、少なくとも不燃物として分別収集し、焼却することの無い
よう自治体に周知する必要がある。

②退蔵品の回収

水銀を使用した血圧計・体温計等は、現在製造されていないが、各家庭に
は、水銀を使用した血圧計・体温計等が退蔵されているため、不用となった水
銀使用の血圧計・体温計などを分別回収し、適正処理を行う必要がある。

③市民啓発の必要

水銀を正しく理解して、適正に排出し、適正に処理することが必要。

(市民啓発や回収のモデル事業の検討)

６．水銀添加廃製品（一般廃棄物）の回収における課題
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（１）家電リサイクル法対象の家電4品
家電リサイクル法対象の家電4品は、家電リサイクル法のルートなどでリサイクルされ
ている。市町村が処理責任を負っている義務外品や不法投棄された家電4品の多く
は、小売店などを通じ家電のリサイクルルートでリサイクルされている。

（２）小型家電リサイクル法対象の家電製品(家電4品以外の家電製品)
家電4品以外の家電製品は、
①小型家電リサイクルルートによりリサイクルされるもののほか、

②不燃ごみ・粗大ごみ・可燃ごみ(粗大ごみではない比較的小型のもの）として収集さ
れ、ピックアップなどによりリサイクルルートに乗せられるものの他、

③不燃ごみ・粗大ごみ(破砕したのち）は直接埋立され、
④粗大ごみ(破砕したのち）・可燃ごみは焼却後埋立処分されている。

(参考）市区町村における廃家電製品の処理の現状
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①ダイオキシン対策

平成１１年のダイオキシン類対策特別措置法によるダイオキシン規制に対応するため、
活性炭吹込バグフィルターの整備が進められ、市区町村の一般廃棄物焼却施設の排
ガス対策が行われている。

水銀に関しては、活性炭吹込みバグフィルターで効率よく水銀が除去されることが確認
されている。また、洗煙設備を活用している場合もある。
（バグフィルターの前と後では、概ね70~90%除去されるといわれている。）
(詳細は工業会のプレゼンを参照してください。）
②自主基準

現在、水銀については、市町村の焼却施設の排ガスに関し基準がないので、一部の自
治体では自主的な基準を設けて測定を行っているのを除き、多くの自治体では測定を
行っていない。
自主基準の例 0.05㎎/Ｎ㎥
測定値(平均値）の例 0.009～0.023㎎/Ｎ㎥
③条例による基準

県などの生活環境の保全に関する条例などにより基準を設けて水銀を測定している自
治体の例もある。
規制基準としては、排出口で0.2㎎/Ｎ㎥、0.6㎎/Ｎ㎥、0.1～1㎎/Ｎ㎥などがある。
測定結果としては、基準値以下であった。

④有害大気汚染物質に係る指針値(Ｈ15.7中環審７次答申）
水銀 年平均値0.04μｇＨｇ/㎥以下

７．一般廃棄物焼却施設における排ガス対策
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８．市町村の廃棄物最終処分場の状況

①最終処分場の逼迫
残余容量は減少しているが、処分量の

減少により、残余年数はここ数年は、

横ばい傾向である。今後も、最終処分

量を減らしていかなければならない。

また最終処分場を有していない自治体が、307(全自治体数の18%)あり、逼迫した状
況にあるといえる。

今後とも、3Ｒの推進により、最終処分場の延命化を図っていく必要がある。

② 最終処分場の排水管理

最終処分場においては、遮水シートや排水処理施設などにより、適正に管理され処
理されている。

公共用水域への排出基準

年度(平成） 残余容量(百万㎥） 残余年数(年)

１５ １４５ １４．０

２４ １１２ １９．７

区分（水質）基準値 総水銀 アルキル水銀

排水基準を定める省令 ０．００５ｍｇ/L 検出されないこと
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1.経緯
昭和６０年８月厚生省（現環境省）からの「使用済み乾電池の適

正処理の推進を援助する組織体制の整備に関する依頼」に基づ
き、（社）全国都市清掃会議内に「使用済み乾電池広域回収・処
理連絡会」を設置し、全国の市町村を対象に「使用済み乾電池等
の広域回収・処理計画」により分別・収集された使用済み乾電池
等を運搬、処理・処分するシステムの運営・管理事業を「使用済み
乾電池等広域回収処理事業」として昭和61年度から実施。
また、平成11年4月に蛍光管等を対象品目に加える。

参考資料
使用済み乾電池等の広域回収・処理事業の概要
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３．使用済み乾電池等広域回収・処理連絡会

(1)設置目的
使用済み乾電池、蛍光管等の運搬、処理・処分を安全に、か

つ、効率的に実施することを目的に公益社団法人全国都市

清掃会議内に設置されている。なお、地方自治体は本連絡

会に登録をすれば、使用済み乾電池及び蛍光管の処理・

処分が広域回収・処理を実施することができる。

（全都清の会員・非会員に関わらず会員登録できる）

(2)連絡会登録状況（平成26年4月1日現在）
団 体 数： 604 団体（市311，区0，町137，村21，組合135）
組合構成市区町村数（市187，区0，町235，村52）
延市区町村数：943 （市498，区0，町372，村73）
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① 広域回収・処理計画の策定

② 広域回収・処理事業の実施

③ 一般廃棄物の収集、運搬、処分等の委託の基準に

基づく現地確認及び受入自治体に対する通知等

④ 使用済み乾電池等広域回収処理事業管理・運営協

議会の開催

⑤ 広域回収処理実績報告並びに関係情報の提供

３． 事業内容
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４．使用済み乾電池等の広域回収・処理事務手順
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５．使用済み乾電池等の広域回収・処理計画
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６．使用済み乾電池等の運搬費及び処理・処分費

(1)使用済み乾電池・蛍光管等の運搬
発送単位は、5トンコンテナ1基単位とし、発送地(自治体保管
場所)から日通取扱所までは自治体が運搬する。

①北海道広域回収処理センター（野村興産㈱イトムカ鉱業所）向け

の場合

・日通取扱所からJR貨物最寄駅を経由し、北海道広域回収処理
センターへ運搬

距離に応じた運搬費を年度ごとに提示しています。

(EX.宇都宮94,300円、岡山118,800円、福岡138,900円）
②野村興産㈱関西工場経由北海道広域回収処理センター向けの

場合(蛍光管のみ）
・日通取扱所からJR貨物最寄駅を経由し関西工場へ運搬
距離に応じた運搬費を年度ごとに提示しています。

(EX.金沢36,910円、広島39,910円）
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・関西工場では、蛍光管の中間処理を行い、処理後の水銀スラッ
ジ及び口金等の残渣物のみを北海道広域回収処理センターへ
運搬。
＊野村興産㈱関西工場から北海道広域回収処理センター（野村
興産㈱イトムカ鉱業所）へ処理後の水銀スラッジ及び口金等の
残渣物を運搬する料金は、29円/kgとなっています。

(処理量X残差率２９％X 29円/kg）

(3)使用済み乾電池等の処理・処分費

使用済み乾電池・蛍光管等の処理・処分費は、１kgあたり７３円
但し、直管形蛍光管及び環形蛍光管をリサイクル形破砕機に
て破砕した場合は、1㎏当たり６８円とする。
リサイクル形破砕機とは、ＧＺ‐21‐10（極東開発工業製）・
ＮＣＲ‐40Ｆ、ＮＣＲ‐110Ｆ（鎌長製衡製）
をいう。
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使用済み乾電池の広域回収・処理事
業の実績
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使用済み蛍光管等の広域回収・処理
事業の実績
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使用済み乾電池の広域回収・処理事
業の実績

◆乾電池 ◆蛍光管等

注記：水銀回収量は、野村興産㈱の水銀回収実績から按分して算出しています。
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平成25年度処理量・処理団体数実績
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使用済み乾電池等広域回収・処理連絡会
都道府県会員別会員数
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使用済み乾電池・蛍光管等の輸送フロー
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使用済み乾電池の処理・処分方法

出所：野村興産㈱
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使用済み蛍光管の処理・処分方法

出所：野村興産㈱
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